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《論説》
企業付加価値会計と企業社会報告会計（1）
飯　　田 修
はじめに
　ここに表題するところは，まず企業付加価値会計および企業社会報告会計
それぞれの発展過程を画してとらえられる動向の析出であり，もうひとつは
それらの過程に生じる両者の関係の把握と解明である。その動向には軽視で
きないあやがあり，またそうした関係のありよういかんは，企業会計（ない
し企業財務報告）の伝統的な枠ぐみに再編をすらせまりかねないのである。
こんかいの小文は，前者の論点にかかわる課業の一部である。
　企業付加価値会計は，すでに40年あまりにもなるふるい経歴をもつ。近年
の西ヨーロッパ諸国における顕著な一傾向なのだが，その企業付加価値会計
は，会社企業の〈社会的関係〉巻それなりに示す外部報告会計としても機能
するようすをみせつつある。
　対して，企業社会報告会計（corporate　social　accounting，　corporate
accounting　for　social　reports　etc．，　Sozialbilanz，　gesellschaftsorient－
ierte　Unternehmensrechnung　usw．）の方は生成して比較的あたらしいも
のである。しかしそのうごきをみると，ここ10年たらずの間にわかに本格化
の様相をみせ，こんにちにおよんでいる。もっとも，これらの呼称中にある
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〈社会〉のもつインプリケーションは，企業会計としての末成熟のためもあ
り，なかなかつかみにくい。そこで，さしずめは，あれこれの企業社今報告
会計とは，企業と社会との，それこそ多岐多様な諸関係を〈会計する〉徴候
群であるとみたてておこう。
　企業付加価値会計と企業社会報告会計の関係・交渉のような発現は，あき
らかに企業会計上の注視すべき変調であろう。企業社会報告会計の整序問題
は，その解決にまだまだ時間を必要としよう。だが，もう一方の企業付加価
値会計は，長年月をかけて会計理論をねりあげ，会計実践をつみあげてきた
わけである。いまその企業付加価値会計が企業社会報告会計を謳うというし
だいとなった以上，これまで会計行為としてきた内部利用者選好を多少せば
めても，むしろ情況変化を奇貨として新展開の実をあげるべく，まずはそれ
みずからの整備整頓をいそぐに如くはなかろう。しかして，このなすべき仕
業は理論面にも実践面にも所在する。以下，とりあえず，これまで企業付加
価値会計が画いてきた軌跡をなぞって手はじめとしたい。
1　企業付加価値会計の確立と新展開
　企業付加価値会計は，ついに公表企業会計への接近を実現した。ζれはけ
っして誇張した描写ではない。企業付加価値の生成状況とその分配状況を語
る企業付加価値計算書（added　value　statement）が，目下は西ヨーロッ
パ諸国（イギリス・フランス・西ドイツ）などでの事例にとどまるものの，多数の
株式会社企業の『年次報告書（Annual　Report）』に掲載されるようになってきた
のである。こんにちやかましい組織体一般の情報公開問題の推移も，やはり
そのような企業会計事情に，なにほどかの影響をおよぼしているものと察せ
られる。それにしても，まだまだ法制上のたてまえに立つ企業会計制度はゆ
るぎないなかで，外部財務報告に企業付加価値計算書が，くわえられるにい
たったことは，まこと注目に値する，といわざるをえない。節題の「新展開」
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は，このような企業会計の局面変化を指すのである。
　西ヨーロッパ諸国の企業付加価値会計は，この会計分野における強力な先
達である。もとをたどると，1930年代に入って，H．ニックリッシュ「経営共
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）同体」思考のもとに「経営成果」概念が形成され，ドイツ企業付加価値会計
　　　　　　　　　　　　　（2）のデッサンは画かれたとみる。M．　R．レーマン『付加価値会計による能率測
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）定』が公刊されたのは，はるかにくだってユ954年である。これによって企業
付加価値会計の本質解明，形成・実施に関する諸問題の解決，さらには応用
領域の解説がおこなわれ，それ固有の会計技術の精緻化が大きくすすめられ
たといえよう。西ドイツにおける企業付加価値会計学説史上，祖学としてM．
R．レーマンのそれは，きわめて貴重な足跡をのこし，ゆたかに後代へひきつ
がれている．。
　つぎにイギリス企業付加価値会計の生成・確立期の事情は，どうであった
ろうか。主だったところをとりあげてみよう。まず第一指にあげなければな
らないのは，F．　S．プレイの唱えた企業付加価値会計である。その基本思考
をきけば，生産活動勘定の抽出をつうじて企業損益の弁別分離をこころみる
なかで，「要素費用（factor　c。sts）」に関する経済学説を援用し企業付加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）’価値概念を導入する会計的意義を高調してやまない。ただし，この所説は概
念とか会計の枠ぐみに偏した測定論にとどまっていて，かれ自身その企業付
（1）　Vgl，　H．　Nicklisch：Die　Betriebsw’irschaft，　C．　E．　Poeschel，1932，　S．525ff．，
　Derselbe：　Wertsch6pfung－Betrieb／Unternehmung，　Die　Betriebswirtschaft．
　1937，　Heft　11，　S．　266’一S．　268．
（2）拙稿「ドイツ企業と付加価値情報」，青木脩・小川洌・山上達人編『企業付加価値会
　計』，有斐閣，1981年，175ページ～176ページ，参照。
（3）　M，R．Lehmann：Leistungsmessung　durch　Wertchb’pfungsrechnung．W　Girar’
　det，1954．山上達人訳著『生産性測定と創造価値計算』，税務経理協会，1961年。
（4）　cf．　F．　S．　Bray：　Four　Essagys　in　Accounting　Theory，　Oxford　University
　Press，1953，　p．　39’vp．　44．
　　F．S．プレイの見解について，ふるくは黒沢清「生産活動勘定と原価計算」（『原価
　計算』3巻3号）による紹介と論評がある。
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4加価値会計には実務上の大きい諸困難があることをわきまえていたようであ
る。「会社会計（company　accounting）」と国民経済統計との接合を大きく
構想し，この方向で企業会計の再構築をもくろんだのであって，それもまた
当然であろう。この． Cギリス企業付加価値会計は，1970年代に入ってR．R．ギ
ルクリスト『利益管理と付加価値』のあらわれるまで，まったくの低調期を
過してきた。企業付加価値会計についての発言は，散発的にきこえたにすぎ
ない。R、　R．ギルクリスト企業付加価値会計の要諦は，会社企業の所得（in一一
come）と産出高の尺度としての企業付加価値に基礎づけられた生産性評価シ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）ステムである，というところに存する。同書の表題にふさわしく，経営管理
手段としての企業付加価値会計がいくつか案出されていた。剛このようすは初
期の企業付加価値会計がそうじてみせる一特徴であった。
　ところで，フランス企業付加価値会計のばあい，以上とほぼ同時期でみる
かぎり，その生成事情は異なっている。すなわち，制度会計として商法など
の諸制約をうけざるをえないところで，政府による長期経済計画樹立に資す
べく国民所得分析観点の導入を要請され，企業付加価値概念をとりこむ「プ
ラン・コンタブル」の設計作業が，いく次にもわたってくりひろげられたの
である。かくして，フランス企業付加価値会計は，国民経済計算の意味での
社会会計（s◎cial　accounting）を強行するうちに出立したという歴史をも
つ。したがって，伝統的企業会計に対するあたらしい現実的要請をいかに適
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）切に汲みあげるかが，終始そこでは問題になったといわれる。
．　（5）　R．　R．　Gilchrist　：　Managing　for　Profit一　the　added　value　concept一，　Geo－
　　rge　Allen　and　Unwin，1971，鈴木一成訳，山上達人・飯田修三監訳『ギルクリス
　　ト・付加価値経営一こ口価値による利益管理一m，税務経理協会，1979年。
　（6）フランス企業付加価値会計を論究した業績はきわめてたくさんある。つぎに，その
　　一部を摘記しておく。青木脩『付加価値会計論』，中央経済社，1973年，同『フラン
　　ス会計制度面一付加価値会計制度の確立過程の研究一』，森山書店，1977年。野村健
　　太郎「フランス企業と付加価値情報」，青木・小月卜山上編『前掲書』，201ページ～
　　203ページ。金井正「プラン・コンタブルの改正とフーラスティエの会計思考」，『会
　　言十』　117巻5号。
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　以上は，西ヨーロッパ諸国におけう初期の企業付加価値会計をかぞえあげ
たにすぎない。フランスの事例はべつにして，その他の企業付加価値会計は，
いずれも主としてつぎに述べるような視点から説かれている，とみてよい。
それぞれにすこし七言して，この視点をあきらかにしていこう。
　まずH．ニックリッシュ企業付加価値会計は「経営共同体」内部の成果分配
思考が要めをなし，またM．R．レーマンのそれは企業付加価値が工業経営の「生
産経済的側面」をあらわす計算値であり，よってその「経営能率測定」に役
立っとする。F．　S．プレイ企業付加価値会計は社会会計との連係を含蓄するの
であるが，「経営活動（operating　activity）」によって創出された企業付加
価値こそ真の産出高であり，経営活動に直接的関連の存しない損益の混入を
防いで企業付加価値を「効果のテスト（atest　of　effectiveness）」にひき
こむ，というわげである。この企業付加価値会計は，現実に混濁している企
業損益を能率測定の観点から純化する方法へのアプローチなのである。つぎ
のR．R．ギルクリストのばあいは，会計実践に近よって肌理こまかくくみ立
てられているところが，ひとつの特色をなす。企業付加価値を原価標準・予
算統制・価格設定・インセンティブ制度などとむすびつけており，まさにそ
れは企業付加価値管理会計とよぶにふさわしい。
　要するに，以上の企業付加価値会計では，そうじて企業付加価値と関係情
報の経営内部的利用が目的とされる。これらの測定・表示・伝達は大小の相
違をみせるといえ，利用目的とのレリバンスに留意し，さまざまな工夫をこ
らしている。この小文では割愛したが，同時期における他の企業付加価値会
計についても，ほぼ同断である。かさねていおう。企業付加価値概念を根底
においた会計思想の基本を堅持するかぎり，企業付加価値の一般的な計算構
造にさまではなはだしい異型の生ずべき余地はない。しかし，こまかいとこ
ろまでみれば，企業付加価値へいきつく会計計算行程（評価も含めて）にお
いて，はやくも微妙なバリエーションが，すくなからずついている。まして
企業付加価値を他の数値とくみあわせる会計情報の加工行程とその結果は，
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6それこそバラエティに富んでいる。むろん，これを朱成熟と言下に批判でき
ないわけではない。しかし，如生の企業付加価値会計の主潮は，しょせん経
営内部情報の作成・利用を志向するにやむものといえる。現下の企業付加価
値会計にしても，その志向をとるときは，まず大同小異となる。そこではい
ろいろな計算および加工が可能であろう。
　企業付加価値会計が，そのように内部利用者指向型ないし経営管理目的型
であるばあいは，よるべき一定の立場を固執し，選択の自由を極端にせばめ
ることは，実践上の理由（レリバンスの確認，コンセンサスの確保）から，
かならずしも現実的ではなかろう。たとえば，かりに企業付加価値の一般的
な概念を導入したとしても，現実にはその具体的な測定把握へ直行しえない
ことがあるし，またそれができたところで有用性に欠くることなどもあるか
らである。　　、
　もともと，個別企業レベルにおいてもく富の創造〉とそのく生産性〉につい
て言明する必要を認識し，しかして企業付加価値会計には，この要請に応え
うる資質・能力があるものと認定してきたわけである。この言明力こそは企
業付加価値会計の生命といえよう。だが，その存命は案外むつかしい。また
企業付加価値会計の適用をもって，伝統的企業会計に対して形式・内容とも
十分に革新的であろうとするのも，じつはそれほど簡単ではない。周知のよ
うに，だいいち上記のような言明事項には概念規定をめぐってはてしない見
解のわかれがみられる。くわうるに，それらを会計計算にひき入れることが
できるとしても，いろいろと爽雑物が混入しやすい。また企業付加価値：会計
としては，その混入を平易には断ちがたい。付加価値計算書のデータ・バン
クは公表される損益計算書である。前者を作成するには，入手容易な後者の
会計数字をそれなりにくみ替えればよいわけである。ただこのことをもって
企業付加価値会計のひとつの利便とするむきもあるから，前述の点は警戒を
要する。ずさんないい方のようだが，要は，できるだけ企業付加価値会計の
本義にもとらないような方向へつとめて導びくほかないであろう。
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　いよいよわが国の企業付加価値会計に関晒し，その出発時の状況を告げる
ところへきた。以下，それを一瞥し特徴を鮮明にしてみよう。企業付加価値
会計研究グループが，『生産性会計』と銘うつ一書をもって，その研究成果を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）世に問うたのは，過ぐる1960年初頭である。それは日本企業付加価値会計史
書の序章をかざるに値しよう。そこで，これを含めてそのころの企業付加価
値会計をかえりみると，そうじてM．R，レーマンの卓見に依存し，これの消
化吸収に専心し，みつからを育くんでいたようである。しかしながら，当の
『生産性会計』のなかにくみあげられた企業付加価値会計には，よろしくラ
ジカルな提言と提案が装着されていた。すなわち，「生産性測定可能な会計へ
の会計記録の純化」というすこぶる困難な主題のもとに，まずM．R．レーマ
ン企業付加価値会計に対して真摯な内在的批判（付加価値計算の修正など）
をくわえ，さらにまた「生産ど消費の峻別」を軸にする具体的諸代案（生産
性概念の整理など）をそえて，それはかためられていたのである。すこしお
くれて，少数ながら実務家からも企業付加価値会計への積極的支持がよせられ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）たことを特記してお』かなければならないであろう。というのは，当初もっぱ
ら学界で探究されるにすぎなかった企業付加価値会計の理論的有意性を，そ
の方面からも強力にうらうちすることとなったからである。とくに後年にお
ける経営管理への活用に対して，その影響力は，けっして小さくなかったと
おぼえる。
（7）木村和三郎編『生産1生会計』，税務経理協会，1960年。
（8）つとに企業付加価値会計の実践的有用性を主張し，また傾聴すべき見解を精力的に
　発表されてきたのは，つぎの二人である。ここに両氏の主な関係業績のみを列挙し
　ておこう。
　　後藤弘『付加価値分析入門』，日本能率協会．1966年。同『付加価値分析』，同協会，
　1966年。同『実例・付加価値分析』，同協会，1968年。
　　今坂朔久『ラッカー・プランー成果配分の原理と適用一』，日本能率協会，1961年。
　同『付加価値生産性と成果配分一実践ラッカー・プランを中心にして一』，中央経済
　社，1964年。同『付加価値経営計画と人件費管理』，同社，1970年。同『行動会計
　一行動選択の経済計算一』，日本能率協会，1978年。
7
8　とにかく，わが国企業付加価値会計は，そうした企業付加価値生産性会計
として約10年あまりの生成・展開期を過したわけである。このような企業付
加価値会計の生い立ちは，現代にひきつがれて，後段に言及するようなかた
ちの拡充をみせてくる。ともすれば，その画期的推進に眼をうばわれかねな
い。しかしこれは厳戒を要しよう。新展開した企業付加価値会計の伝統的企
業会計にあたえた衝撃の大きさは，まったく否定されえないというどころか，
むしろその衝撃作用をより有効にしていく努力が傾注されねばならないとい
いたい。とはいえ，そのさいにもたえず企業付加価値生産性会計の原点に立
ちもどって，企業付加価値会計の新展開のあれこれを点検することこそ，肝
要ではあるまいか。
　行論はすこしさきまわりしたが，なににしても，1950年代から60年代の前
半にかけて，わが国企業付加価値会計によせられた各種各様の談論は，まこ
とにおびただしい量にのぼった。もちろん，この間は順風の歩みばかりでは
ない。その途次，かなり執拗な，それでいていささか無理すじ，ないし理解
不足ともおもえる部分を蔵した反企業付加価値論に応接せざるをえなかった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）企業「付加価値の増加は……不可価値であろう」などと，ひどく皮肉られも
した受難の一時期が所在したのである。いまさらここに係争点の例解を再掲
するつもりは，ぜんぜんない。「付加価値論争」のなりゆきはどうであれ，
（9）ここに引用したような文言をもって，企業付加価値会計批判は先頭を切り．（中山隆
　祐「主体性を喪失した管理会計」，『産業経理』27巻4号），その否定論は執拗きわ
　まるものであった。つついて，「付加価値の損益計算書能力」に関する強い疑念の表
　明がっついた。（栗村哲象「付加価値は真の収益であるか」，『前掲誌』29巻4号）
　この間，多くの反批判がうちだされ，討論会もなん回かもたれた。その後ややさた
　やみかとおもえたが，またもやM．R．レーマン説をひきあいとして企業付加価値思
　考にむけられた同工の筆法は，なおくずれていないようである。　（亀川俊雄「企業
　付加価値の基礎的概念についての若干の疑問一経営経済的付加価値と国民経済的付
　加価値の対比をとお・して一」，『会計』115巻6号）しかし，この小文では，そうし
　た論戦の跡をみかえることなく，企業付加価値会計の積極面を評価していくことに
　」ti力靴ナよう。
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そうこうするうちに独自の会計思考をふかめていった企業付加価値会計の肯
定論である。結果として，企業付加価値会計の方を肥培することになった，
といって過言ではない。むろん，この肯定論の内部には基磯理論（体系化・
位置づけなど）ならびに会計技術（測定・分析・評価の方法など）をめぐる
意見対立が，なお・もつついている。しかしこのような相互批判を交してきた
こともあいまって，企業付加価値会計に理論上の補強および技術上の改修が
実現しているのは，まちがいない。
　わが国の企業付加価値会計は，上述のように，実務界の一部による意欲的
推進もあり，もっぱら学界にお・ける多数の研究に負うて，その内容と形式を
相応にととのえ充実してきたわけである。企業付加価値会計に係るこれほ
どの蓄積は，会社企業の会計実践へ移入されな．いはずがなかろう。企業付加
価値会計の生成期における特徴をおびて，たとえおおむねその経営内部情報
にかぎられていたとはいえ，げんにその実践的適用が，案外ひろい範囲で進
行してきていることが知られる。ちなみに，わが国の上場会社における現状
では，企業付加価値会計の部分的適用が一般的であるけれども　（通産省・日
銀などの経営統計を借用するだけのばあいも含めて），今後の方向として各
社の企業付加価値に対する活用意識はいちじるしく高い，という実態調査の
　　　　　　　（10）
結果がでている。ようやくにして，わが国の企業付加価値会計も，いちおう
一定の市民権をうるところへこぎつけた，といってはばからない。
　いま略言したように，わが国企業付加価値会計の史的発展というものは，
理論面はとにかく，実務面でみていけば，あらかた企業付加価値管理会計も
しくは企業付加価値分析としてのそれであったのである。この種の企業付加
価値会計における会計対象の認識・測定・伝達は，企業制度に由来する
かたい拘束をうけないから，あたらしい企業観や経営理念に対して適合的で
（10）付加価値経営実態調査報告書rわが国企業の付加価値経営一現状と今後の方向一』
　関西生産性本部，1981年。
9
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ありさえずれば，現実態様が前述のようになるのは，うなづけよう。
　ところが，企業付加価値会計は，そのようないきさつの発展過程をたどる
うちに，いまあらたな展開期をむかえるにいたった。その事情とは，さてど
ういうものか。現在おもに西ヨーロッパ諸国に生起してきた情景から，その
事情を察知してみる．としよう。まず一言にしていえば，企業付加価値会計制
度化の動勢，これにほかならない。だいたい1970年代後半からの動きだが，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）とりわけイギリス会計基準委員会『会社報告書』，つづいてイギリス商務省
　　　　　　　　　　（12）
　『ム象十葦B生塗rハ）「垂車n　it｝s’　■，N　L一｝一t，一拳勃アド1車　　ノN即日ナ蘇「知索關崇〆ハ＿d＃一毛E些
　」へ　脚＿LT匹一　口v／tl’」！1、置』　κ　メーへ曜ノ　冒一　L－’l　v　、　ろへ！1、，　　」工＝不7マ」弓刀rコノロ「川」ノ」、vノ　　　’N／J　J．怯
として付加価値計算書をも公表すべきことが，声大にうながされるようにな
った。
　これに呼応してか，事実，会社企業の方でも「付加価値の源泉および分配（SO－
ur6es　and　disposal　of　added　value）」などと表題する財務情報を会社公
表の「年次報告書』に掲出するという変化をみせた。そして，こういう例の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）会社企業数は年々増加してきた，と伝えられる。さらに，注目すべきこと
には，ICI社（イギリス）の『年次報告書・1978年度』を事例にとれば，
（11）　The　Accounting　Standards　Steering　Committee（ASSC）　：　The　Corporate
　Report，　1．　C．　A　E．　W．　19750
　　これはイギリス会計基準委員会（ASSC）が公表した討議資料である。現代の情
　報ニーズおよび諸条件を考慮に入れ，公表財務報告の範囲や目的を再吟味すること
　をねらいとする研究の出発点をなすものである。付加価値計算書のあらたな採用は，
　その重要論点のひとつである。肯定的立場から，これについて若干の批判はあるも
　のの（cf．　M．　Renshall，　R．　Allan，　K．　Nicholson：、Added　Value　in　Externαl
　Finαncial　Reporting．1．　C．　A．　E．・W，1979，　p．5），やはりその影響力は無視
　できないほど大きい，といってよい。これの紹介は下記の文献でおこなわれている
　ので参照されたい。山上達人「イギリスの付加価値計算書ディスクロージュァJ，大
　阪市大『経営研究』151号。飯岡透「イギリスにおける情報開示の動向（2）・（3）」，駒
　沢大『経済学論集』10巻2号，口巻3号。
（12）　The　Secretary　of　State　for　Trade：The　Future　of　Company’　Reports，　lg77，
（13）　cf．S，　J．Gray，　K．　T．　Maunders　：　Value　Added　Reporting’uses　and　mea－
　surement’，　The　Association　of　Certified　Accountant，　1980，　Appendix　l　．
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付加価値計算書と関係会計情報は，「：事業の概況」やICI企業集団の「利
益状況の要約」とならんで，その報告事項の最上位区分に入っており，「取締
役報告（Report　of　Directors）」のまえにさえおかれているではないか。
周知のとおり，「取締役報告」の区分には伝統的財務諸表を含む一切の会計
情報が開示されているのである。これによって同社が企業付加価値会計情報
をいかに重要視しているか知られよう。さきほどの実態調査をもういちどひ
くと，わが国においても将来は会社側の裁量により付加価値計算書またはそ
れに関係する指標を公表する意思は多分にあることを知りうる。具体的にど
のような開示となるか，定かではないが，おそかれはやかれ，わが国の会社
企業のなかには経営内部的利用の殻をやぶって企業付加価値会計情報の自発的
公表に口火を切るところも，でてきそうであるが，はたして……。
　いずれにせよ，企業付加価値会計の現在は，もはや外部報告会計への胎動
段階をこえたあたりである。そしてこのような情況変化は，まず西側から兆
しはじめて西側でひろがりつつある。なぜそのようになったかについて，その
契機・背景あるいは素地を究明していかねばならない。わが国の企業付加価
値会計の転生を期し，その前途を画くためにも，である。この作業の詳細は
べつにあきらかにしたい。とくにイギリスで変貌する企業付加価値会計につ
いての理論的研究が，その会計実践の善心と時を同じくして盛況を呈してき
ている。いまこれを観察すれば，イギリス企業付加価値会計の事情とは，お
よそ以下のごときものであるといえるだろう。
　これにはふたつある。ひとつには，利得（earnings）をもたらす企業活動
とその成果をよりょく説明する一手段として付加価値計算：書をはっきり位置
づける事情がある。ほんらいの企業収益源泉の析出からはじまって利益稼得
過程の査察を可能にさせる役割期待が，そこに存するわけである。この意味
で，伝統的タイプの現行損益計算書の言明を有益に補うものといえる。換言
すれば，まさに制度的損益会計のレフェリー役こそ企業付加価値会計であろ
う。とすれば，これはあたらしい損益会計・収益性会計のなかに座を占めて
一11　一
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も，けっして場ちがいではない，といえよう。このような事情は，すでにイ
ギリス企業付加価値会計の始動時に底流としてもうかがえたのであるが，同
国の経済情勢や会社業況の悪化とともに，あらためてクローズ・アップされ
るにいたったものと考える。
　またもうひとつの事情は，付加価値計算書に稼得付加価値の「分配，（dis一一
posal）」・「適用（application）」・「充用（appropriation）」などと記された区
分が設けてあることで明察される。ここには会社企業の主要な利害関係者グ
ループあるいはその構成メンバー各個に対する付加価値分配額を記載してい
る。このような様式をとる付加価値計算書によって，なにがものがたられる
のか。それは伝統的タイプの現行損益計算書にくらべてよりひろい「社会的
会計責任（s。cial　accountability）」を認めて，その責任遂行を表明するの
である。かくして，企業付加価値会計は応分に企業社会責任会計（corporate
social　re3ponsibility　accounting）の一翼をにない，あるいはまた企業と
社会，経営経済と国民経済の結節関係の認識にもとつく企業社会報告会計の
一角に配せられる事情へ移りぎたわけである。
　こういう財務内容開示の新動向のなかで，企業付加価値会計の位置も，ま
ずここまではかたまっている。みわたせば，会社企業の四囲の環境は，いっ
そうきびしさをくわえるばかりである。悲観的な見方かもしれないが，収益
源泉の確保は難航しようし，分配問題をめぐる対抗と融和のバランシングは
難渋しよう。だが，そうなればなるほど，如上の企業付加価値会計は，その
会計思考的意義その手段的価値を付加していくのではないかと思考する。し
かし，そうでなくても，既述のように，すでに制度化への手がかりをつかみ，
はずみをつけようとする企業付加価値会計ではないか。どの程度でか企業付
加価値会計基準をととのえていくのは，それほど至難のことでないような気
がする。もとより，企業付加価値会計の制度化が完全に実現するまでには，
なおかなりの距離と曲折があるものと推測される。したがって，このあたら
しい財務内容開示をすこしでも意義あらしめるために，当面，上述の進路方
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向にそうてすすむのが捷径であろう。
1［企業付加価値会計と企業損益会計
　西ヨーロッパ諸国における企業会計の現代思潮と現行実務をみわたし，さ
らにそれらの将来に対してよせられた提言と提案のかずかずをきいてみると，
どうであるか。そう遠くない時期に，その企業会計制度は，おそらくなにが
しかの変動にみまわれそうな予感がする。前節で付言したように，ときすで
にその予兆はみえている。すなわち，付加価値計算書を外部財務情報に，い
わば格あげする会社企業は，たしかに漸増傾向をみせているし，くわえてそ
の制度化へいたる胎動は，ますますはっきりききとれるようである。
　いままでのところ，付加価値計算書の作成と開示は，会計情報の送り手側
の自由裁量となっているから，その形式ならびに計数は，かならずしも統一
がとれていない。現状では，それもまたいたしかたあるまい。しかしながら，
じっさい各方面で各様に利用されるところの『年次報告書』のなかに，そう
いうカ・たちの分配関係状況報告を追加し，ときにはそれを上位の報告事項と
してとりあつかう（ICI社，イギリス）などは，けっして看過すべきこと
がらではないのである。それはただ一件の報告事項にすぎないけれども，お
よそ会社企業による自主的な財務内容開示の一歩前進さえ，じつはきわめて
厄介な事件となる日常である。企業会計制度の改訂ともなればなおのことで
その実現までにどれほどの時間とエネルギーを費すことか。じつにそれは計
りしれない。したがって，たとえ現在の形式のままであるにせよ，その種の
企業付加価値会計情報を開示していくことのもつ意味は大きい，といわねば
ならない。くりかえしになるが，西ヨーロッパ諸国で新展開をみ．ｽ企業付加
価値会計を高く評価してやまないゆえんである。
　他方，わが国におけるその進度は，いかんながら，とうてい西ヨーロッパ
諸国に比肩すべくもない。とはいえ，先進の企業付加価値会計論を育てたわ
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が国であり，その理論的水準は，まったくひけをとるものではない。あるい
はさきゆき加速して，分配関係その他の企業付加価値会計情報を開示するよ
うな事態もこよう，と期待される。労使交渉の有用な一資料として付加価値
計算書と関係指標をつかいこなせるほど実践的水準が上昇するならば，企業
付加価値会計の外部公表へは，あと一歩の距離であろう。
　ところで，企業付加価値会計がそこへすすむまえに，否そのようにさせる
ために，その理論面と実践面でめいかくにしておかねばならない問題が，い
くつか所在する。そのなかからとりわけ重要問題と考えられるもの，ふたつ
を掲出してみよう。すなわち，
　（1）企業付加価値会計基準の形成
　〔2）企業付加価値会計の位置づけ
　まず（1）は，企業付加価値の計算方法と表示様式を可能なかぎり不統一にな
らないようにする，という問題である。とくに計算方法のばあい，付加価値
項目と前給付（＝非付加価値）項目の弁別は難問である。とにかく，これま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14でそれは無政府状態に近かったといえる。ひとつには付加価値概念の内容規
定をめぐって根本的な意見分立が現存すること，ふたつには企業付加価値が
主として弾力的活用のニーズに適合させる内部会計情報であること，このあ
たりが，あれこれの混迷混乱をもたらした主原因と考えられる。そういうわ
けで，一挙に企業付加価値の具体的な計算方法のきわめつきを導出するなど
は，とても実現不可能なことなのである。しかし多数公表された諸外国の付
加価値計算書を概観すれば，さいわいにして，その一般的な計算方法は煮
つまっている。すなわち，前出の「前給付」は，おおまかに「購入原材料お
よび購入用役（materials　and　services　purchased　or　used，　bought－
in　materials　and　services）」でなり立っている。その中身のくわしい検討
を必要とするものの，現実には当面それで会計処理していくほかあるまい。
（14）この状況については，後藤弘『付加価値分析入門』1章2節をみられたい。
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なお，表示様式も公表資料の性質上なるべく統一的であることは望ましいが，
現行のそれは，情報の受け手に便ならしめるよう配慮し，時系列比較・構成
比表示・注記などによって種々に補足される例が多いようである。これまた，
そのうちに統一がとれてこよう。
　さて，（2）の問題は，じつは企業付加価値会計の制度化動向に面して理論的
に先決しておくべきことがらに係る。つまり，制度会計というよりも，そも
そも企業会計にお・いて企業付加価値会計は，いかなる立場を持し，いかなる
位置づけをあたえられるか，という問題である。この問題は，じつに企業会
計の根元にもふれよう。さらにつめていえば，企業付加価値会計と企業損益
会計は，どのような関係にあるか，ないしあるべきか，でもある。この点を
しっかりおさえておくことは，付加価値計算書の自発的開示にさいする一要
件であり，またその制度化を完結させるうえに不可避な作業でもあろう。企
業会計の目的，付加価値計算書の役割について周知のように理論づけるだけ
では，かならずしも十全ではない，と考えるからである。その付加価値計算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほ書を『年次報告書』に折りこむについては，たとえば，「社会化された」企
業における経営責任遂行状況の一端をそれによって開示するとが，あるいは
成果配分思考を化体する現代経営理念の一半をそこに体現させるとか，この
ようにいうのは，多くの斯論に通有である。そして，以上の行論は生成した
企業付加価値会計とその新展開を説明して，なんらあやまりはない。むしろ，
それは正着とみなしてよい。しかし欲ぶかく，もう一段階の論理をこそっ
めていきたいものである。
　この論理のはこびというは，ぽかでもない。企業会計における企業付加価
値会計の立場，いっそうすすんでいえば，節題「企業付加価値会計と企業
損益会計」にある両者の位置関係を再確認することに，それはっきるのであ
る。『年次報告書』中に付加価値計算書と損益計算書が，とにかく同席する
ことを可とし，またそうすべきであると高調するばあい，前出の理論づけに
くわえて，後者に対する前者の積極的意義を説くのが適切であろう。周知の
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ように，企業付加価値会計は生産性思考と分配性思考に，企業損益会計は
収益性思考に基礎をおく。これらの思考は，なるほど現代企業の〈現代〉性
とまったく不可分であるが，ただそういうのみでは相互に分立したままであ
ろう。ここに，両者を有意に関連づけていく必要性が，つよく指摘されるゆ
　　　　　（15）
えんである。
　とくに企業損益会計とつながりをつけて企業付加価値会計の位置づけを主
張する積極的理由は，上述のとおりである。しかし，なおそのほかに消極的
理由もある。この理由は，いまもって公言される企業付加価値会計の無用論
や有害論がもちだした例の〈対立図式〉にひっかかっている。「企業付加価値
をとるのか，それとも企業利益をとるのか」というふうな問題の立て方が，
それである。これに調子をあわせるのでは，どうにも収拾をつけにくい。「付
加価値論争」に参入しての実感である。根本思考をめぐるそのような二者択
一式の対立をのこすときは，たとえどれほど精密な企業付加価値会計を設計
したところで，会計実践におけるその適用を逡巡するのは，いかにも事理め
　　　　　でいはくである。
　しかしながら，企業付加価値会計の有用論や有益論の方にも，またそれと
似たようなことになる可能1生が，ないわけでもない。この所説の唱えた標語
は，「損益会計から生産性会計へ」「…∵付加価値会計へ！」であった。じつ
はこの提言が，いささか問題含みではないかとおもわれるのである。もっと
も，このような標語のもとで，あたらしい企業会計キャンペーンを張らざる
をえない混迷の現実は，これを認めるにやぶさかでない。現行企業会計の実
（15）　「有意に関連づけていく」方向軸として立．てた往時の私兄を注記しておこう。
　　「付加価値（生産1生）会計は，たしかに損益（収益性〉会計に対する会計思考上の
　有力なチャレンジャーである。しかしそれは損益会計に対する有能なレフェリーと
　して機能することによって，この側面から企業の社会的責任の履行をあきらかにす
　る一つの用具として至大の意義を担うに足るものであると信ずる。」（拙著『企業付
　加価値会計の基礎理論』，森山書店，1978年，247ページ）
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態に対して，そうしたアンチテーゼを投げかける現実的意味は，むしろ十分
にあるとさえいえる。企業損益会計の制度としての存在は，よく承知してい
るつもりである。企業損益会計に対する企業付加価値会計の代位論を短兵急
に説く意向をもちあわせているわけでもない。また制度の外被をはがしてみ
るときも，企業損益会計の経済計算的意義の存立を推認しうると考える。さ
きに「問題含み」と述べたのは，このような含意である。
　企業付加価値会計と企業損益会計とは，そもそも拒絶反応をあらわす組織
不適合なものなのであろうか。どうもそのようにはおもわれない。だから両
者の〈対立図式〉も，後者から前者へのく移行図式〉も，すんなり妥当しな
い，と見当をつけたわけである。換言すれば，企業付加価値会計の現実的妥
当性と必要性を声高に強調しつづけて，しかもなお企業損益会計を単純に超
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　琶えきらない，というところに目下はいるのである。ここは深耕を要する問題
領域である。そこで，まずこの点について要論し，つぎに若干のイギリス企
業付加価値会計論から証言をひきだして，私見をつないでいくとしよう。
　企業付加価値会計の導入をはかろうとする私見は，もともと個別企業レベ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）ルにおける生産性測定可能な会計：方法へのアプローチとして形成された。つ
まり，生産性の産出尺度としての適性をそなえ，かっ会計的計算過程にも合
理的に乗る企業付加価値をもちこんだところがら，それは歩みだしたのであ
る。このような由来からして，企業付加価値会計は企業損益会計と別離の会
計思考に基礎づけられるといえよう。おりから現代の経済運営と企業経営の
推転にみあい，企業会計思考が，いわばマルチプルになった，というにすぎ
ない。しかしまたマルチプルであるからこそ，職種の会計は相互に排他的で
はなく共生的に内外の情報ニーズを巧妙にみたすべき企業会計情報を産出す
るのである。
　では，企業付加価値会計の基礎理論として，企業付加価値と企業利益の関
（16）拙著「生産性分析論』，森山書店，1969年。
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係をどのようにとらえるべきか。この点は，1970年前後のこと，執拗な企業
付加価値会計批判の中心標的ともくされたところであり，また反批判も周到
にそこへ集中した。またこの間には，企業付加価値は会社企業における組織
階層別の経営目標としての一般性を欠いてお・り，その点で他の諸経営目標よ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　量りも指標的意義は劣る，という限定意見もきかれた。しかしながら，そのあ
りさまは，ややもするとく対立図式〉とく移行図式〉が，すれちがいつつ衝
突をくりかえす，というものにおわった感じである。企業付加価値会計が新
展開期に入ったときでもあり，ここは企業付加価値と企業利益の関係を洗い
なおして，もっとその制度化動向をかためる一助とすべき必要を痛感する。
　まず産業界に眼をむけよう。内外経済情勢や業界景況の不振とともに低迷
悪化する企業業績を憂慮し，あるいは賃金・雇用問題に対処する「整合性」
論議が昂じてくると，まるで印をおしたように，きまってつぎのような意見
が続出する。たとえば，「高付加価値製品のミックスを高めよう」，「付加価値
追求を重視せよ」，「付加価値指向に徹すべし」などなど。このように「付加
　　　　（18）
価値経営」を標傍するということは，いみじくも経営指揮における企業付加
価値のレリバンスを認め，あきらかに高付加価値化の企業的意義を肯定する
ものとうけとれる。それらは思弁的な経営感覚のあらわれではない。それど
ころか，まさしく具体的な経営遂行のあり方をめぐる生々しい発言なのであ
る。しかし，これで問題となった関係はめいかくであるかといえば，なお一
抹の不安なしとしないのである。
　こうした不安をうったえるのは，なぜか。前出の実態調査を，ここにもう
（17）　「現在，企業において付加価値が会社目標・部門目標・個人目標を通して，従来の
　利益額・利益率・売上高等に代替するほど経営目標としての一般性を持っていると
　は思わない。」（木内二目「付加価値の基本問題」，『企業会計』22巻9号。同「付加
　価値と部門業績の評価」，『産業経理』30巻9号。）
（18）ここにいう「付加価値経営」とは，付加価値指標を中心として経営計画を策定した
　り，経営管理をおこなうことを意味する。
一18一
企業付加価f直会計と企業社会報告会計（1）　19
いちどひいてみよう。それによると，経営業績評価のために企業付加価値およ
び関係指標を活用していると回答した会社企業は，活用企業全数の比較多数
　　　　　　（19）
をしめている。だが，それらを活用しビルトインした経営業績評価が，はた
して具体的にどのように，またどの程度で実施されているのか，かならずし
もはっきりしていない。そしてまた，このあたりの不分明は，実務家と接し
たさいの感触として知りうるようである。このような結果は，経営管理面に
おける企業付加価値会計の適用が，なお・不十分かつ，不徹底であることの証
左であろう。
　つぎにもうひとつの理由を述べよう。一般に企業付加価値の生産・分配状
況を付加価値計算書によって開示すると正当にも言明してはいるのだが，な
おも企業利益ないし利益率にもとつく経営業績の表示を断念しないというこ
とであれば，〈生産性・分配三一収益性〉関係の不定は，ただ判断する受報
者をまどわすだけになりかねない。産業界の唱える高付加価値化への傾斜は，
もちろんそれ自体をめざしているのではなく，沈滞した収益性水準の回復と
向上をめざしていくためである。一国の経済成長の鈍化など，会社企業の収
益性水準を圧迫する諸悪条件が，あまた立ちはだかるとき，具体的に自助的
経営的努力の傾注点を高付加価値化とさだめるのは，まったく正しい，とい
うほかない。
　かくして，企業付加価値会計を主張するさいは，以下の点にいっそうの留
意が求められよう。自明のように，企業利益は企業損益会計の結果として確
認できるが，その企業利益は，ほんらい自助的経営的努力の成果を中心にし
　　　　　　　　　　　　　（20）
てなり立つべきものと考える。そのような実体の経営活動によって結実した
企業利益である以上，創出された企業付加価値こそ真にその第一次的原資た
（19）付加価値経営実態調査報告書『前掲書』，5ページ～57ページ，参照。
（20＞これについては拙著『現代収益性分折一収益性分折と社会性分折一』（税務経理協
　　会，！978年）2章に詳述した。
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るのは，みやすいことであろう。くりかえしになるが，あえていいたい。企
業利益は創造価値的利益，生産的利益であるに如かず，また企業組織の永続
と成長のための本源的エネルギーは，それ以外に求めえない。H．ヘンダー
ソンは，つぎのように述べる。「利潤の定義は必然的に変わり，利潤という
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）言葉も，真の付加価値を創造する活動にのみ適用されるようになろう」と。
企業倫理を含蓄するこの立言は，企業付加価値会計思考にとってきわめて啓
示的ではないか。
　ところが，現実の企業損益会計上の企業利益，つまり会計的利益は，一般
に混濁混成の計上された利益種類となっており，たとえば「当期利益」には
そういう雑多な利益部分が，常套的に入りこんでいる。もちろん，そのよう
な種類の企業利益といえども，あげてまちがいなく処分可能利益となる。そ
れはそれ相応に企業損益会計制度下のテストを通過したものにちがいない。
だが，このような制度的企業利益は，もはや自助的経営的努力の写像として
は，かなりうすめられたものであるばあいが，すくなくないのである。
　周知のように，「利益がでれば，すべてよし」・とする考え方・見方は，い
まやまったくとおりにくかろう。またたとえ減益の事態となっても，善悪二
元論的に断罪しえないばあいがありうる，といえようか。とにかく企業利益
の追求態様をみすえる諸利害関係者の眼は，非常に鋭くけわしい現世なので
ある。現実のこのきびしさをものがたる事例は，その気になれば，いくらで
もみつけることができる。企業利益獲得の自己責任は，単位経済組織体とし
てあい変らず解除されず，くわうるに，それはまた企業利益の生成にともな
う社会的責任とも遊離することが，ますますゆるされなくなりゆく。現代企
業にとって苛酷なほどの，そうした面責遂行を価値創造とその分配の両面か
（21）　The　White　House　Conference　on　the　lndustrial　World　Ahead：A　Look　at
　Business　in　1990，　U．　S．　Government　Printing　Office，．1972，経団連事務局
　訳『企業の責任と限界一1990年のビジネスー』ダイヤモンド社，1974年，105ペー
　ジ。
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らあきらかにするのが，ほかならぬ企業付加価値会計の基本的役割である。
このような企業付加価値会計に対する認識が深化し，その特徴を活かす会計
実践の普及が，ひたすら望まれるところである。このさい，企業会計におけ
る企業付加価値会計の位置づけが，たんに現行企業損益会計との安易な妥協
の産物などではまったくないことを強調しておきたい。
　企業付加価値と企業利益の，ひいてはまた三種の企業会計の関係について
卑見の概要を述べてきたわけであるが，他の企業付加価値会計論では，その
点どめように考えているのか，すこし調べてみたい。・ちなみに，イギリスの
斯論にお・ける若干の見解を引例しよう。
　（1）イギリス会計基準委員会『会社報告書』
　「資本，経営者および従業員による集団的努力が払われる企業全体にむか
って利益を適切なみとおしのもとにおくにあたり，もっとも簡単かっ早い方
法は，付加価値計算書の提示である。…（中略）…付加価値計算書こそは損
益計算書を精巧なものにするために役立ち，やがては業績表示の望ましい一
方法とみなされることになろう。利益の意味や重要性が，ひろく誤解されて
いる証拠は存在する。…（中略）…およそ利益は市場経済の本質をなす一部
分であり，かくてその利益の積極的創造的機能は，めいかくに認識され提示
s
さるべきである，とする命題をうけ入れよう。」（ASSC・The　C・rp・rαtc　Rep・rt，
6．8，　6．9）
　（2）イギリス商務省『会社報告書の将来』
　「会社従業員の努力および会社所有の物的資産・財務資産の運用，これら
の成果は，その会社によって付加された価値である。」「富創造の一測度とし
て付加価値を用い，その増減変化を解釈するにあたっては，注意ぶかくしな
ければならない。この条件つきでなら，付加価値のアイデンティフィケーシ
ヨンは，その他の財務情報を補足して有用な業績指標となる。」（The　Secretary
of　State　for　Trade：　The　Future　of　Company　Report．　Her　Majesty’s　Stationery
Office，　1977，　13，　15）
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　（3）技術経営者協会『付加価値の実践的適用』
　「付加価値会計は，富を創造し利益をあげるために資本・経営者・従業員
が協同して努力した結果を掲示する平易な一方法である。」「付加価値は該当
年次の営業と損益計算書を従業員に説明し，管理者の期間営業報告書（peri－
odic　trading　statement）を作成する基礎を提供するために利用することが
できる。」「この種の情報提示を実行すれば，それは年次報告書によっておこ
なう会社の経済的業績評価にまさると信じて疑わない。」（Engineering　Emplo一
　　フ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ドyers　Federation：Prαcticαl　Applicαtion　o∫Adde（l　Vαんe，1977，　p．　iii，　p，　lv，　p．
2）
　（4）EGウッド『付加価値一繁栄への鍵一』
　「現在，付加価値は流行期に入っている。それだけに，付加価値を万能薬
とみあやまる危険があろう。だが，じつは万能薬などでない。付加価値とい
えども限界があって，経営改善にむかうひとつの刺激としての利潤動機に代
替するものではない。けれども，付加価値は利益概念のもつ言外の感情的な
意味あいにはうちかつのである。」「経済的社会的目的は，純粋に営利的な考
慮を無効にする。…（中略）…利益という基準は，成果の測定尺度としては，
あまりにも狭すぎる。唯一の最終テストは存続である。…（中略）…利益だ
けでは不十分である。」　（E．G．　W・・d：Added　Vαんθ一掘hey　t・pr・sρerityff，
Business　Books，1978，　P．　x，　P．65，真船洋之助・小川洌他訳『付加価値と生産性一企業
繁栄の鍵一』，中央経済社，1981年，参照）
　（5）M．レンシャル，R．アラン，　K．ニコルソン『外部財務報告におけ
　　る付力口価値』
　「付加価値というものは，伝統的損益計算書に代る非常によい業績指票で
あるのかどうか。これは議論のあるところである。市場経済との関係におい
て，また現行イギリス会社法にもとつくかぎり，その答えは否定的である。
利輩は業績の最終的尺度であるほかなく，報告を目的とする財務情報の本質
的要素としてとどまる。」「付加価値は損益計算書に代位しはしないけれど
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も，それを補完するのである。」（M．Renshall，　R・Allan，　K．　Nich・lson＝Added
Value　in　External　Financiat　Reporting，　L　C．　A．　E，　W．，　1979，　p．　37，　p．　38）
　上来，イギリスの関係文献の一部から，企業付加価値と企業利益の関係に
言及する個所を適宜にぬきだしただけである。察するところ，この関係のと
りしきりは，論者たちにとって簡単なようで，しかしなかなか厄介なことの
ようでもあるらしい。それらの文脈をたどるに，結局は「企業利益を稼得す
るために高付加価値化に努力する」のが企業組織の営為であるというごとか。
とすれば，なるほど企業付加価値は，ひとつの経営目標でありえて，これを
とりこむ企業付加価値会計の立場も鮮明になりはじめ，さらに稼得した付加
価値の分配1生にもぬかりなく言明していって，ほぼその全職能はめいかくと
なる。これで企業付加価値会計論としては，それなりのむすびが，つけられ
るであろう。
　ところが，一方の企業損益会計は，たとえば「市場経済」（経済体制）や
「イギリス会社法」（企業制度）などとの関連において別仕立となるようすで
ある。これでは，またしても前述の〈対立図式〉にはまりこむ心配をぬぐい
されない。ただし，このような困難を軽減する手だてを考えようとする例は，
みられないわけではない。たとえば，「企業の稼ぎ高に関する財務報告の一手
段たる付加価値と，その社会的分配状況を記載した会計報告の形式を区別
する」ことが，つとに勧められる。しかしそれでも，ここに区別された「稼
ぎ高」と企業利益の脈絡は，どのようにつけていくのか，まだすこし未決の
ごとき気配である。
　かりに法制を土台とする企業損益会計は変成していくとしても，それは長
い至難の道程となろう。かたや現実の方をみれば，吾人の眼前で会社企業内
容についての情報ニーズは多様化し，企業会計としても，それらに対する応
手を工夫せざるをえない。企業会計情報の伝統的受報者，つまり会社株主に
とっても，配当可能利益の大小・増減はいうにおよばず，さらにその他の分
配状況も，けっして無縁の余事ではないであろう。直蔵にいえば，付加価値
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計算書は，まこと当の会社株主にとっても有用有益の会社財務情報であるべき
ことになる。そのことは送信者側の期待にも入っていよう。ましてや，労使
関係の現況からして，雇用状況報告書（employment　statement）などとあ
わせて，付加価値計算書の開示にいっとうの重要度をあたえているのは，
真当な理由の立つことである。
　三三企業利益の個別企業的意義もさることながら，その水準と変動のいか
んは，’また一国の経済運営とその活力を左右するポイントともなる。たとえ
会社企業について性悪説をとろうが，そのことは勝手簡単にうこかしえない。
真の現代収益性向上を，ただむやみに否定するのは無用にしたい。企業利益
といえば，すぐに株主利得の私的徴表を濃くやきつけられがちである。だが，
単純化された論理操作だけで解明しうるほど，現実の事実は，すなおにでき
ていない。現下の会社企業における収益性追求の実相についても，同様のこ
とがいえよう。つぶさにそれをみるに，多様化多元化してもつれる対抗的（＝
協調的）分配要求の出現に即応して巧みにチェック・アンド・バランスをと
りながら，それに対する支弁＝分配の本源たる企業付加価値を段階的に企業
利益へ収敏させていくのである。
　企業付加価値と企業利益の関係は，まず上述のようにとらえては…，と愚
考する。そうすることが，ひいては企業付加価値会計を適切な位置づけへお
もむかせるのではなかろうか。企業付加価値会計と企業損益会計は，まさに
現代会計思考を具現して，「富を創造し利益をあげる」全行程，企業利益の
生成三二態様をよりょく説明し，こんにちの多元的情報ニーズの充足にも資
して有能である。それ固有の経済的意味と，それゆえの重要性をもつ企業利
益は，おそらく特定経済二二体の総合的な経済効率尺度たる資格を失いはし
ない。したがって，企業損益会計もまた，その全面的機能停止をきたすこと
はないであろう。たまたま会社法二上のたてまえが崩れさろうとも，あるい
はかりに会社企業の集団的自利心が多少うすれようとも………。．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（つつく）
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